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序     文 

 

フィリピン国農協強化を通じた農民所得向上計画は、2000年 5月に署名・交換された討議議事

録（R/D）に基づいて、2000年 7月 1日から 5年間の計画で実施してきました。 

このたび、プロジェクトの協力期間の終了を 2005年 6月に控え、国際協力機構は 2005年 1月

26 日から 2 月 11 日までの間、農村開発部第一グループ水田地帯第二チーム長の宮坂 実を団長

とする終了時評価調査団を現地に派遣し、フィリピン国側評価チームと合同で、これまでの活動

実績等について総合的評価を行いました。これらの評価結果は、日本国・フィリピン国双方の評

価チームによる討議を経て合同評価報告書としてまとめられ、署名・交換のうえ、両国の関係機

関に提出されました。 

本報告書は、上記調査団の調査・協議の結果を取りまとめたものであり、今後、広く活用され、

日本国・フィリピン国両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願うものです。 

最後に、本調査の実施にあたり、ご協力を頂いたフィリピン国関係機関ならびに我が国関係各

位に対し、厚く御礼を申し上げるとともに、当機構の業務に対して今後とも一層のご支援をお願

いする次第です。 

 

平成 17年 4月 
                       

独立行政法人 国際協力機構 

理 事  北 原 悦 男    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



目     次 

 

序文 

目次 

写真 

地図 

終了時評価調査結果要約表 

 

第１章 終了時評価調査の概要･･･････････････････････････････････････････････････････  1      
１－１ 調査団派遣の経緯と目的･･･････････････････････････････････････････････････  1 
１－２ 調査団の構成･････････････････････････････････････････････････････････････  1 
１－３ 調査日程･････････････････････････････････････････････････････････････････  2 
１－４ 主要面談者･･･････････････････････････････････････････････････････････････  3 
１－５ 終了時評価の方法･････････････････････････････････････････････････････････  4 
 

第２章 団長所感･･･････････････････････････････････････････････････････････････････  6 
 

第３章 プロジェクトの進捗状況･････････････････････････････････････････････････････  9 
３－１ プロジェクトの概要･･･････････････････････････････････････････････････････  9 
３－２ プロジェクト投入実績･････････････････････････････････････････････････････  9 
３－３ プロジェクト目標の達成度･････････････････････････････････････････････････ 10 
 

第４章 評価結果･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 17 
４－１ 妥当性･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 17 
４－２ 有効性･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 18 
４－３ 効率性･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 18 
４－４ インパクト･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 19 
４－５ 自立発展性･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 20 
４－６ 促進・阻害要因の総合的検証･･･････････････････････････････････････････････ 21 
 

第５章 提言と教訓･････････････････････････････････････････････････････････････････ 23 
５－１ 結論･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 23 
５－２ 提言･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 23 
５－３ 教訓･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 24 
 

付属資料 

1. 評価グリッド（和文・英文）  
2. 質問票及び回答結果取り纏め  
3. プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 
4. ミニッツ（合同評価報告書を含む）  



       

トラムライン（運送コストの軽減） 

 

       

家庭菜園（栄養改善及び農外収入の拡大） 

 

       

小型耕耘機(機材の共同利用) 



       

パン製造（女性のための雇用創出） 

 

 

       

加工食品（農外収入の拡大） 

 

 

       

各種マニュアル 

 







 

 i

終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：フィリピン 案件名：フィリピン農協強化を通じた農民所得
向上計画 

分野：農業開発／農村開発－農業政策

   ・制度 

援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部第 1 グループ  
水田地帯第 2 チーム  

協力金額：  510 百万円 

先方関係機関：大統領府協同組合開発庁（CDA）

支援機関（フィールドレベル）：ベンゲット州

農業事務所、ラ・トリニダッド、カパンガン、

ブギアス各町農業事務所  

協力期間 (R/D)：2000.7.1～ 

2005.6.30 

(延長)： 

(F/U)： 

(E/N)（無償） 日本側協力機関：農林水産省  

１－１ 協力の背景と概要 

フィリピン政府は、1992年12月に策定された「中期開発計画」で国家経済開発目標で

ある貧困の緩和、不平等の是正、生産的雇用の拡大、持続的な経済成長を図るため、農

村部において「農地改革の推進」と「協同組合の組織化と育成」を掲げた。しかし、フ

ィリピンの農協の現状として、組織・事業規模が零細で、かつ役員・職員の経験能力が

不足しているため、経営が困難な状況に陥っている協同組合が少なくない。こうした問

題の解決のため、協同組合開発庁（CDA）は、93年に終了した開発調査「農協組織整備

計画」の結果も踏まえ、モデル農協に対する営農指導及び販売、購買、信用の各事業を

強化し、これを通じて農業所得を向上させるとともに、農村女性・地域住民の雇用機会

を創出するための小規模農産工業振興を図りたいとして、1997年、我が国にプロジェク

ト方式技術協力を要請してきた。  

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

ベンゲット州内の活動的な農協組合員の所得が向上する 

(2) プロジェクト目標 

1. パイロット農協（ベンゲット、タバアオクバ、ブギアス）組合員の所得が向上  

する   

2. フィリピン側カウンターパート機関の農協活動強化に関する能力が向上する 

(3) 成果 

1-1  3 パイロット農協における既存事業が改善されるとともに、新規事業が開発さ

れる  

1-2  3 パイロット農協組合員がより収益性の高い農業生産を実現する  

2-1  CDA と他支援機関の連携の下、農協活動強化のための研修プログラムが開発、

実施される  

2-2 農協強化のため、CDA と支援機関の連携が強化される。 
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(4) 投入 (評価時点) 

＜日本側＞ 

①専門家派遣:（長期）チーフアドバイザー、業務調整 /農家実態調査、農協組織経営、

販売・購買事業、営農指導 /生活指導 (合計 9 名計 10 回 ) 

（短期）マーケティング、生活指導、営農指導分野（8 名計 13 回） 

②研修員受入: 11 名  

③機材供与  ：OA 機器、ハンドトラクター、車両等 約 4,500 万円（19,704 千フィ

リピンペソ）  

④ローカルコスト負担：約 5,800 万円（26,529 千フィリピンペソ） 

＜フィリピン側＞ 

①カウンターパートの配置：現在 7 名 

②プロジェクト予算：約 613 万ペソ（約 1400 万円）    

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名、配属先、職位） 

総  括：宮坂 実  JICA 農村開発部第1グループ水田地帯第2チーム長  

農業協力：守屋 直子  農林水産省大臣官房国際部国際協力課  

海外技術協力室技術協力プロジェクト管理係長  

協力企画：伊藤 圭介  JICA農村開発部第1グループ水田地帯第2チーム職員

計画分析：松本 彰  (株)タック・インターナショナル  

コンサルティング部長 

調査期間 平成 17 年 1 月 31 日～2 月 11 日（評価分析団員は 1 月

26 日～）  

評価種類： 

終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 評価結果 

(1) 妥当性 

＜フィリピン国開発政策との整合性＞ 

フィリピン政府は、貧困者の緩和、不平等の是正、雇用増進を基本方針としてお

り、本プロジェクトの方向性は国家計画に合致したものである。 

＜グループのニーズの妥当性＞ 

農協役職員及び組合員はプロジェクト実施後、営農・生活指導事業等の恩恵を

徐々に理解し、積極的に参加するようになった農協もあることから、プロジェクト

は所得向上という受益者のニーズにある程度応えたと判断される。 

＜ターゲットグループの選定＞ 

ベンゲット州をプロジェクトの対象地域として選定したことは、同地域が貧困地

域の 1 つであることから妥当であった。但し、対象となった農協選定については、

パイロット事業としての位置付けが曖昧であった。 
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＜我が国の援助政策との合致＞ 

我が国の対フィリピン援助に係る国別援助指針や JICA が策定する国別事業実施

計画において、「農業・農村開発」は重要な柱の 1 つであり、本プロジェクトでは、

農民の組織強化に焦点を当てていることから、我が国の援助政策とも合致したもの

といえる。  

＜プロジェクト計画設定の妥当性＞  

フィリピンでの農民組織の実態から鑑みると、本プロジェクトの目標は、「農協

支援組織による、パイロット農協の活動を通じた農協強化能力の向上」とすべきで

あった。本 PDM では、プロジェクト目標が 2 つ設定されており、その 1 つに「パ

イロット農協組合員の所得向上」という目標が設定されたが、その指標達成は、野

菜価格の変動、農外収入機会の有無等プロジェクト以外の要因に大きく左右される

ため、プロジェクト期間内では達成困難な課題の設定であると判断される。  

＜我が国の技術、ノウハウの比較優位＞  

日本においては、農協を通じて農民の所得向上と社会的地位向上が達成されてお

り、その経験やノウハウが蓄積されている。フィリピンという土壌の中で、いかに

応用するかという課題は当然あるものの、少なくともカウンターパートを通じて、

営農指導始め、生活改善など 4 つのコンポーネントの実践から、農協組合員が重要

なコンセプトや運動の優位性を理解できたと思われる。  

 

(2) 有効性 

＜プロジェクト目標達成の見込み＞  

研修プログラムは開発、実施され且つ参加者から同プログラムに対する評価も高

い。C/P 職員は農協事業にかかる農協への助言、指導ができるようになったことか

ら、プロジェクト目標 2 にある「カウンターパート機関の農協活動強化のための能

力改善」は達成の見込みと判断される。一方、プロジェクト目標 1 の「3 パイロッ

ト農協組合員の所得向上」については、所得は徐々に増加傾向にあるが、個々の組

合員あるいは農協によって、所得の向上にかなりのバラツキがみられ、達成度は限

定的と判断される。  

＜プロジェクト成果と目標の関係＞ 

機具の共同利用による労働コストの削減や技術移転、さらに食品加工やケータリ

ングサービスなど、他の多様な活動は、農民所得に大きな影響を与えており、目標

の達成に寄与した。しかし、目標 1 にある所得向上は、野菜価格の変動等多くの要

因に左右されることから、プロジェクトの個々の活動だけでは、農民所得向上を十

分に満たしたとは言えない。一方、目標 2 については、カウンターパート研修始め、

セミナー、ワークショップ等で、組合組織の能力の向上が図られ、大きな成果を挙

げている。  
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＜外部条件の変化や影響＞ 

農家調査結果によれば、投入材の高騰や変動の大きい野菜価格といった不利な農

家状況は、農家所得に大きな負の影響を与えた。 

 

(3) 効率性 

＜投入に見合った成果の達成＞ 

プロジェクトへの投入は、以下のとおり質、量、タイミング等概ね適当であった

と判断できる。  

 供与機材：大半の投入機器材は各農協で活用されていた。2 年目の投入機材で、

相手側からの要望と投入物件との一部に質あるいは量的にミスマッチがあった

ものの、その後、他の農協へ機器を有効活用するため移管している。  

 人材：当初は、分野別のアプローチであったがために、多人数の専門家を投入

する必要があったが、後半、チームアプローチを取ることによって、少ない人

数での効率的なプロジェクト活動が実施された。カウンターパートはプロジェ

クト期間中、大半変更はない。またプロジェクトへの出向を終え、他の部署に

戻ったカウンターパートは、試行的普及事業に従事し、プロジェクトの経験や

教訓を活かしている。  

 予算：フィリピン側の活動予算が 2 年目以降、大幅に削られたことで、予算投

入は十分ではなかった。プロジェクトの後半、予算の投入規模を縮小したが、

活動は円滑に実施されており、問題は生じていない。  

＜プロジェクト･マネージメント＞ 

プロジェクト期間中に軌道修正や提案が行われたことは、プロジェクト方向性

の明確化、各パイロット農協間の結びつき強化、各農協のニーズに応じた対応等

に寄与し、効率性を高めた。専門家とカウンターパートとの関係は、当初、双方

の誤解などで必ずしも良好でないこともあったが、プロジェクト後半、共同で討

議し、意見をまとめているなど、コミュニケーションはよく取れている。 

＜他ドナーや JICA 類似案件との協力の有無＞  

他ドナーや他 JICA プロジェクトとの連携は当初計画されたが、実際の行動には

移されなかった。  

 

 (4) インパクト 

＜上位目標達成の見込み＞ 

フィリピンの組合の半数以上は機能停止状況にある現実及び農協活動が組合員

の所得向上に与える影響は定量的な評価として限定的であることを踏まえれば、

「ベンゲット州における組合員の所得向上」という上位目標設定は現実的ではな

く、その達成は容易でない。 
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＜直接/間接的インパクト＞ 

現状始め、経済環境、社会準備、農協組合員の吸収能力などの点から、インパク

トが現れるのには時間を要し、現時点で評価するのは困難なものの、本評価調査の

結果、以下に挙げられるように、幾つかのインパクトを見ることが出来る。 

 政策・組織的なインパクト：農村開発を巡る様々なステークフォルダーによる

多様なネットワークの構築に寄与した。 

 技術的なインパクト：農協組合員のみならず、組合員以外でも有機農法を実践

する農家が現れている。また関連する機関との密接な連携によって、双方の関

係が強化され、新たな協力につなげる動きを見せている。 

 文化・社会的なインパクト：農協婦人部活動は、雇用創出や追加的な家計所得

や、農村における女性のエンパワーメントや地位向上にもつながった。 

 

(5) 自立発展性 

＜制度・政策・組織の側面＞ 

 実施機関（CDA）の組織能力：CDA の役割の中心は協同組合の登録、規定であ

るものの、各農協への指導や運営指導などの組織開発も含まれている。しかし、

CDA の限られた業務範囲では、組織開発にかかる機能までは十分には果たし得

ていない。一方、支援関係機関の協力によって、プロジェクトで研修プログラ

ムやモデュールが開発され、農協運営や政策等を取り纏めた「事業マニュアル」

も概ね完成されており、本成果品を用いることによって、CDA は引き続き、農

協支援を行うことが出来、かつ自立発展することが期待される。  

 パイロット農協の自立発展性：終了時を見据え、プロジェクト後半、農協マニ

ュアルを整備指導し、内部監査人材の育成のための能力向上講習など、農協ご

との長期的な自立発展に向けての指導に重点を置いていた。各農協の自立発展

性の可能性は以下の通り。タク農協→役職員のモチベーションが高く、関連事

業管理の人材も育っており、自立発展の可能性は大きい。バブデンコ農協→農

協経営改善の施策、生産物の多角化、有機農法始め土壌つくりの継続、輪作体

系確立などが自立発展性にとって課題であるものの、役職員の改革意欲と事業

経営能力改善の結果が現れ始め、経営改善が図られつつあり、自立発展の方向

にある。ベンゲット農協→不良債権問題により、農協の活動は事実上停止状態

にあり、自立発展性の見込みは乏しいと判断される。  

＜技術的側面＞ 

カウンターパートは、農協支援のための手法や技術的ノウハウを既に習得してお

り、農協指導や活動計画の策定から実施までを独自に行うことは可能と判断され、

技術の自立発展性が期待できる。中小規模の機材の維持管理、更新については問題

ないが、車両始め一部の大型機材については、その維持管理、更新コストが高いた

め、適切な更新計画に基づいたトラストファンドの積立てがない限りは、更新は困

難と思われる。 
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＜財政的側面＞ 

 実施機関の財政的自立発展性：カウンターパートはプロジェクト終了後もその

成果を継続するため、各農協への指導や支援を継続したいと望んでいる。よっ

て、プロジェクトの成果を継続できるように、フィリピン側で出来る限り予算

の確保を図ることが必要である。  

 パイロット農協の財政的自立発展性：農協の財政状況は、何より農産物の価格

の変動始め、多くの外部要素があり、不安定であると判断される。ベンゲット

農協については、不良債権率がかなり高く、財政的に困難な状況に陥っており、

この財政状況は、プロジェクト当初から全く変わっていない。  

 

３－２ 効果発現に貢献した要因 

＜目標達成の促進・阻害要因＞ 

（促進要因） 

 個別農協に焦点を当てた「個別農協支援型」アプローチ：各農協の活動や機能

を広げる役割を果たしており、プロジェクトの円滑な進捗と農協の各事業の進

展をもたらした。  

 パイロット農協育成：CDA は営農指導等の農協事業に関する経験に当初乏しか

ったため、様々な関係支援機関の協力は目標達成に大いに貢献した。こうした

協力は徐々にネットワーク化され、プロジェクトの効率的な実施を促した。  

 組合役職員のリーダーシップ：フィリピンでは半数以上の農協が機能停止状況

にある中、タク農協、バブデンコ農協で見られるように、役職員のリーダーシ

ップは事業を成功させる基本条件として農協運営を正しい方向に導いた。 

 

３－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

（阻害要因）     

 農協組合の人材の交代や退職：ノウハウの流出等プロジェクト実施への足かせ

のみならず、農協運営を困難にした。  

 トラックの不正使用：トラックの引き揚げにより、販売事業等のプロジェクト

活動に影響を与えた。  

 ローンの債務過剰など農協の財務状況：財務は営農、販売、購入、生活改善等

農協活動を支える柱であり、財務状況の悪化は農協の事業に大きな阻害要因と

なった。  

 

３－４ 結論 

(1) プロジェクト目標 2「カウンターパート組織の農協活動強化にかかる能力向上」

はプロジェクト終了までに達成できる見込みである。一方、プロジェクト目標 1

「3 パイロット農協組合員の所得向上」については、激しい野菜の価格変動及び

プロジェクト開始前から既に悪化していた農協の不安定な財務状況の影響を受

け、その目標を十分には達成できていない。  
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(2) プロジェクト終了後も独自にプロジェクト活動を継続できるまで、カウンターパ

ートの能力は強化された。 

(3) 以上のことから、プロジェクトは計画通り 2005 年 6 月 30 日に終了する。 

 

３－５ 提言 

(1) プロジェクト終了までに実施すべき事項 

1) プロジェクトから得たポジティブ並びにネガティブ双方の経験と教訓の体系化

農協の多様な経営環境に応じて CDA 職員が農協支援を行えるよう、農協強化に

おける良き教訓を残すだけではなく、苦い経験も含めて、より包括的な農協支援

の事例研究を整備する必要がある。  

2) 農協マニュアルの整備 

CDA 職員がプロジェクト終了後も農協に対する支援活動を行えるよう、カウン

ターパート始め、プロジェクト実施者は個々の農協強化のための実施マニュアル

を整備する。  

3) パイロット農協の能力強化 

農協は財務状況報告だけでなく、行動年間計画についても作成すべきである。

プロジェクト実施者は、農協が財務報告や行動計画を作成するにあたり助言を行

う。 

 

(2) プロジェクト終了後に実施すべき事項 

1) プロジェクト活動を CDA の本来業務化  

プロジェクトの成果が活用されるよう、プロジェクト活動を CDA の本来業務と

するとともに、そのための資金計画を立てる必要がある。また、CDA はプロジェ

クト期間中に育成された人的資源を有効活用すべきである。  

2) プロジェクトの持続発展のためのモニタリング 

CDA はプロジェクト成果を維持し、且つ対象となった地域においてその成果が

波及するように、モニタリングする必要がある。モニタリングは以下の３つの基

本的な目的に基づいて実施。 

・プロジェクトを通じて得た知識と経験を有効活用し、農協強化における CDA

の主体的な取り組みを支援する。  

・プロジェクトを通じて得たパイロット農協による活動成果を維持する。 

・農協強化のために JICA から供与された機材を最大限有効活用する。 

 

３－６ 教訓 

1) プロジェクトデザイン 

PDM 作成に当たっては論理的な一貫性が求められるとともに、状況に応じ適宜修

正する柔軟性が必要である。プロジェクト目標は、明確且つ目標達成可能で、上位

目標や成果との間に論理的な一貫性を有する必要がある。そのためにはカウンター

パート機関の能力向上と農協のエンパワーメントとの間の関係を明らかにしておく
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必要がある。仮にプロジェクトデザインが適切でないことが判明した場合、関係者

は PDM を柔軟に修正すべきである。また、適切なプロジェクトデザインのためには、

社会的、経済的、制度的な視点を含めた、より包括的な調査及び分析が求められる。

2) 農協のための技術支援 

農協を監督する政府機関には技術的知識が求められる。仮に実施機関が農業開発

に関して十分な知識を有していない場合は、中央レベルおよび地方レベルの双方に

おいて、関連機関との調整及び連携が必要である。 

3) 「パイロット」事業の意味の明確化 

パイロット事業の意図することは、試行的な活動を通じて得たポジティブ及びネ

ガティブな経験を基に、今後の教訓を導くことである。教訓を今後の開発に活かす

には、パイロット事業の計画に当たって対象地域の選定及び投入量に十分留意すべ

きである。 

① 機材の選定 

活動のための機材選定に当たっては、参加型アプローチを通じて、機材間の優

先順位や仕様を含むユーザーのニーズを十分把握することが肝要である。また、

機材は活用計画に基づき、適切な時期に投入される必要がある。 

②  フィージビリティー調査の重要性 

マーケティングや販売事業の要素を含むプロジェクトの場合、活動によるネガ

ティブな影響を避けるよう、プロジェクト実施前に既存の市場システムや商習慣

を十分に調査しておくことが肝要である。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的    

 フィリピン経済は農業に大きく依存しているが、その経済的重要性にもかかわらず、非農業部

門の経済成長率が 3～6％の伸び率を示しているのに対し、農林水産部門の伸び率は 0.89％（1995

年）にとどまっている。このため、工業部門が中心である首都マニラの労働者の収入と農業労働

者収入の格差が拡大しており、農業労働者は貧困ラインの生活を送っている。1992年 12月に策定

されたフィリピンの「中間開発計画」では、農村部における①貧困の緩和、②不平等の是正、③

生産的雇用の拡大、④持続的な経済成長を図るために「農地改革の推進」と「協同組合の組織化

と育成」政策が掲げられた。しかし、フィリピンの協同組合は組織・事業規模が零細で、かつ役

職員の経験・能力が不足しているため、経営困難に陥っているところが少なくない。 

こうした問題を解決するため、フィリピン大統領府協同組合開発庁（CDA）は 1997年、日本の

総合農協の事業方式に倣って、モデル農協に対する営農指導及び販売、購買、信用の各事業を強

化し、これを通じて農業所得を向上させるとともに、農村女性・地域住民の雇用機会を創出する

ための小規模農産工業振興を図りたいとして、1997 年、我が国にプロジェクト方式技術協力を要

請してきた。 

 この要請を受けて、社会・ジェンダー調査団、事前調査団、短期調査団、実施協議調査団の派

遣によりフィリピン側との協議を重ね、2000年 5月に討議議事録（R/D）の署名を取り交わし、2000

年 7 月よりプロジェクト方式技術協力が開始された。プロジェクトは比国ベンゲット州内の３つ

のパイロット農協の事業強化を通じて、組合員の所得向上及び実施機関である CDAを中心とした

関係機関の農協育成に係る能力向上を目指している。 

2001年 2月には計画打合せ調査団を派遣し、POを策定した。2002年 10月には臨時運営指導調

査団を派遣し、現状の問題点の整理及び改善への提言を行った。また、2003 年 3 月には運営指導

調査団（中間評価）を派遣し、PDM 及び PO について改訂するとともに、残された期間でプロジ

ェクト目標を達成するための必要な提言がなされた。 

 今般、協力開始から 5年目を迎え、2005年 6月 30日の活動期間終了に向けて、これまでの活動

実績を評価するとともに、今後に向けての提言及び教訓を抽出することを目的に、終了時調査団

が派遣された。 

 

１－２ 調査団の構成 

分野    氏名 所属 

団長/総括 宮坂 実 国際協力機構 農村開発部第一グループ 

水田地帯第二チーム チーム長 

農業協力 守屋 直子  農林水産省 大臣官房国際部国際協力課 

海外技術協力室技術協力班 プロジェクト管理係長 

評価分析  松本 彰 株式会社タック・インターナショナル コンサルティング部 部長

計画評価  伊藤 圭介 国際協力機構 農村開発部第一グループ 

水田地帯第二チーム 職員 
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なお、調査にあたっては下記の 5 名のフィリピン側メンバーとともに合同評価チームを結成し

た。 

分 野 氏   名 所                      属 

Leader Ms. Marilyn 
ESTRELLA 

Chief – CRITD 
Cooperative Development Authority, Central Office 

 Mr. Inocencio 
MALAPIT 

Legal Officer III, Legal Division, Cooperative Development Authority, 
Central Office 

 Dr. Erlinda  
ALUPIAS 

Assistant Professor III, Planning and Development Office, Benguet  
State University 

    Engr. Tuho C.  
CHAPDIAN 

Project Development Officer III, Provincial Planning and Development 
Office, Province of Benguet 

 Ms. Ma. Veronica C.  
MEDINA 

Chief Economic Development Specialist, Economic Development  
Division, National Economic Development Authority, Cordillera  
Administrative Region 

 

１－３ 調査日程 

平成 17年 1月 26日～2月 11日（評価分析団員以外の団員は 1月 31日～2月 11日） 

 
月

日 
 訪問先及び業務 宿泊地

1 1/26 水 （評価分析団員のみ） 
移動（成田 9：40発 →  
マニラ 13：30着） 
JICAフィリピン事務所打合せ 

マニラ 

2 1/27 木 協同組合開発庁（CDA）打合せ、調査 
移動（マニラ→バギオ） 

バギオ 

3 
～ 
5 

1/28 
～ 
1/30 

金 
～ 
日 

（その他団員） 

同上 

6 1/31 月 移動（成田 9：40発 →  
マニラ 13：30着） 
JICAフィリピン事務所打合せ 

マ

ニ

ラ

バ

ギ

オ

7 2/1 火 国家経済開発庁（NEDA）打合せ
CDA-Central Office打合せ 
移動（マニラ→バギオ） 

C/P 及びパイロット農協訪問・調査、
アンケート分析補足調査、資料収集 

バギオ 

8 2/2 水 合同評価委員会（評価方針・方法の確認） 
C/Pへの聞き取り調査 

同上 

9 2/3 木 関係機関への聞き取り調査 
専門家への聞き取り調査 
ベンゲット州庁打合せ 

同上 

10 2/4 金 パイロット農協視察（タバアオクバ農協） 同上 
11 2/5 土 パイロット農協視察（ブキアス農協、ベンゲット農協） 同上 
12 2/6 日 合同評価委員会（合同評価レポート作成・協議） 同上 
13 2/7 月 資料整理 

移動（バギオ→マニラ） 
 

マニラ 
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14 2/8 火 合同評価委員会（合同評価レポート作成・協議、ミニッツ案作成）、プロ

ジェクトへの評価結果発表 
同上 

15 2/9 水 合同評価委員会（合同評価レポート署名） 
CDA Central Office打合せ・協議（ミニッツ案協議） 

同上 

16 2/10 木 合同調整委員会、ミニッツ署名 
JICAフィリピン事務所報告 

同上 

17 2/11 金 帰国（マニラ 14：50発 → 成田 19：50着）  
 

１－４ 主要面談者 

１－４－１ フィリピン側 

(1) 協同組合開発庁 

Mr. Ruben Conti        長官 

    Atty. Niel A. Santillan         専務理事 

Ms. Ma. Teresita P. Jamias         CDA組織開発部長 

Mr. Alexander B. Alagon         CDAコルディラ地域事務所長 

Ms. Leticia S. Cayanos  プロジェクトマネージャー 

 

(2) 国家経済開発庁（NEDA） 

Mr. Jose S. Montero  Assistant Director 

 

(3) ベンゲット州 

Hon. Borromeo P. Melchor           知事 

 

(4) パイロット農協 

Mr. Melecio Calubandi  ブギアス農協組合長 

Mr. John Fong   タバアオクバ農協組合長 

Mr. John Miguel   ベンゲット農協組合長 

Ms. Bernice Madadsek  サンクスギビング組合長 

Ms. Olivia Carantes          イトゴン組合連合長 

Mr. John Bolla   ピワング組合長 

 

(5) 地方自治体等 

Ms. Luis Lacanaria          ベンゲット州農業事務所農技師 

Mr. Robert Cayanos  農業省農業研修センターメディア生産専門員 

Mr. Cipriano Alvarado  科学技術省科学研究専門員 

Ms. Remedios A. Bisquera ランドバンク開発支援センター課長 

Ms. Elda Geteb  ベンゲット協同銀行基金出納・組合融資官 

 

１－４－２ 日本側 

(1) 日本人専門家 

清水 俊夫   チーフアドバイザー 
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大泉 泰雅   業務調整/農家実態調査 

山田 馥    農協組織経営 

 

(2) JICAフィリピン事務所 

  松浦 正三            所長 

高田 裕彦            次長 

今村 誠             所員 

加瀬 晴子            所員 

 

１－５ 終了時評価の方法 

 本件調査では、日本側調査団（4名）及びフィリピン側調査団（5名）による合同評価チームを

形成し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）手法に基づき、プロジェクトの当初計

画、協力開始時から評価調査時点までの双方の投入・活動実績、プロジェクト実施の効果、運営

管理体制等を踏まえた上で、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から多面的に評価を実施した。併せて、協力期間終了後における対応方針についても検討

し、両国政府関係当局に提言した。 

 

１－５－１ 評価手順 

(1) 資料レビュー、評価グリッドの作成 

事前にプロジェクトが作成した参考資料等から情報を得て、現地での調査項目及び情報収

集方法を検討し、評価デザインとして評価グリッド（和文・英文）（別添 1参照）を作成し

た。 

 

(2) 質問票の作成・回収 

現地調査に先立ち、評価分析団員が評価グリッドをもとに、カウンターパート（プロジェ

クトマネージャーを含め現行配属の 7 名に加え、プロジェクトへの出向を終え、他の部署

に戻った元カウンターパート 3名の計 10名）及び日本人専門家（3名）に対する質問票を

作成、現地に送付し、回答を回収・分析した。質問票及び回答結果取り纏め（英文）は別

添２の通り。また、本質問票を補う形で、カウンターパート及び日本人専門家に対して、

個別にヒアリングを行った。 

 

(3) プロジェクト関係者との面談、インタビュー 

本プロジェクトの達成度や成果を捉える上で、プロジェクト関係者に対して、グループイ

ンタビューあるいは個別インタビューを実施した。対象として、まず 3 農協の組合役員始

め、営農指導・生活改善指導員、経理担当者、営農グループ、婦人グループ、元研修生に

対して実施した。さらに、本プロジェクトの実施機関である CDA本部、さらにプロジェク

トの支援機関あるいは研修講師先として、地方行政機関（LGU）、県保健局、農業研修セン

ター、科学技術局、金融機関（ランドバンク）、NGO（ベンゲット協同銀行）にも同様、イ

ンタビューを実施した。 
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(4) 現地調査 

カウンターパートによるプレゼンテーション、3つのパイロット農協の訪問とトラムライ

ン、精米機倉庫、有機農法栽培等の見学、関係者へのインタビュー等により情報を収集し

た。また試行的普及事業を実施している他農協も訪問し情報収集すると共に、ベンゲット

州知事及び市長を訪問し、プロジェクトに関する意見も聴取した。 

 

(5) 合同調整委員会への報告 

上記の調査結果を日比双方の合同評価チーム内で評価 5項目に沿って詳細に検討し、評価

調査報告書（英文）として取り纏め、最終的に 2005年 2月 9日同報告書に署名した。また、

翌日 10日に開催された合同調整委員会に本報告書を提出し、結果報告、協議を行うととも

に、日本側調査団及びフィリピン側との間でミニッツの署名・交換を行った。 

 

１－５－２ 評価 5項目 

評価の視点、内容は以下の通り。 

(1) 妥当性

（Relevance） 

プロジェクトの目指している効果が、受益者のニーズに合致しているか、

問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあ

るか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である ODA で

実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」

を問う視点。 

(2) 有効性

（Effectiveness） 

プロジェクトの「成果」が、どの程度達成されているか、及びそれが「プ

ロジェクト目標」の達成にどの程度結びついているかを分析・評価する。

(3) 効率性

（Efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用され

ているかを問う視点。「投入」の、手段、方法、期間、費用の適切度を分

析・評価する。 

(4)インパクト

（Impact） 

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及

効果をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

(5) 自立発展性

（Sustainability） 

プロジェクトによりもたらされた成果が協力終了後も持続・拡大され得る

かどうかを把握し、実施・関係機関の自立度を政策・組織面始め、財務面、

技術面その他の観点から分析・評価する。 
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第２章 団長所感 

  

本プロジェクトは農協強化を通じて農民の所得向上を目指すものであり、日本型総合農協のメ

カニズムをフィリピン農協に導入するアプローチが取られた。本プロジェクトに対する全般的な

評価としては、プロジェクト前半に直面したプロジェクトデザインに起因する様々な問題にもか

かわらず、運営指導調査及び中間評価調査の提言を踏まえたアプローチの変更等により、プロジ

ェクト目標の一つである「フィリピン側カウンターパート機関の農協活動強化に関する能力が向

上する」はその目標をほぼ達成するとともに、もう一つのプロジェクト目標である「3パイロット

農協組合員の所得が向上する」については完全な目標達成は困難であるものの、2農協では少なく

ともミクロレベルにおいて所得向上の芽を残したことは評価に値する。 

一方、プロジェクト前半に直面した様々な問題点、プロジェクト形成における課題が解消した

訳ではなく、これらの中にはプロジェクトの自立発展性に対する潜在的脅威になり得るものが存

在するのも事実である。農民の社会的地位向上・所得向上のために「農民組織」を強化するとい

う手法は、農業・農村開発分野において比較的採用されているものの、「農協組織」を最終的なタ

ーゲットとし、農協組織を管理する政府機関の能力向上を通じた農協組織の強化を目指した「技

術協力プロジェクト」としては、本プロジェクトは先駆的な事業のひとつと言える。そのため、

終了時評価から得られた教訓は、今後の類似案件の形成・運営において活用されるべき内容に富

んでいると言えよう。 

日本側及びフィリピン側双方の合同評価から導かれる一般的な教訓は「5-3 教訓」で後述される

が、ここでは今後類似案件を JICA事業として実施する上で特に重要と思われる教訓を提示したい。 

 

＜CDA及び農協の位置づけ＞ 

 本プロジェクトは農協（Cooperative）を管理・監督する立場にある協同組合開発庁（CDA）を

直接のカウンターパートとし、3つのパイロット農協強化を目指した。本プロジェクトにおける「農

協の強化」とは、「農協組織管理（信用事業を含む）」、「マーケティング・購買」、「営農指導」、「生

活改善」等の事業を通じた農協財務状況の改善であり、組合員の所得向上である。 

 CDAは組織機構上ではあらゆる組合（農協、生協、生産者組合等）の登録、管理を行っており、

農協の管理は業務の一部に過ぎない。また、CDAは組織開発部（Institutional Development Department、

以下 IDD）を持ち、組合組織の育成を組織使命の一つとして有していたものの、その業務も組織

業務の更に一部に過ぎない。そのため、本プロジェクトが目指した農協組織の強化、育成は、組

織の業務としてわずかなため、人員、予算とも十分に割り当てられていなかった。 

そもそもフィリピンの農協（Cooperative）はランドバンクからの融資を目的とした信用事業を中

心に設立されており、戦後日本の農民の地位と所得向上に大きく寄与した営農指導、生活改善等

の要素はフィリピンの農協活動として取り入れていないのが実態である。そのため、日本型総合

農協のような諸活動を CDAがフィリピン農協に対し公的に指導、支援するような土壌はフィリピ

ンには存在していておらず、CDA は登録、管理を超えた農協強化の支援を本来業務としていなか

ったと言えよう。 

農協強化活動にかかる CDAの能力不足という現実に対し、プロジェクトは運営指導調査団の指

導を通じ、PDM における成果 2-2 として「農協活動を強化するため CDA 及び関連機関の協力が
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強化される」を付け加えた。このような PDMの修正により、プロジェクトは CDAと関係支援機

関（農業技術普及員、中小企業省指導員、保健所等）との調整活動を強化することが可能となり、

CDA 及び個々の農協自身で解決しえない技術及び活動資金を、関係支援機関との調整でカバーす

るメカニズムを提示することができた。 

 以上から導かれる教訓を項目として記載すると、次のとおりである。 

  手段としての農協強化：被援助国との文化的・社会制度的な差異を検討した上で、想定され  

るあらゆるアプローチの中から、その地域において農民の地位及び所得向上という目的達成

のための一つの手段として「農協強化」が最善な選択肢であるかどうかを慎重に分析し、案

件を形成、実施する視点が求められる。なお、本プロジェクトでは、農民組織の一つである

農協の強化がフィリピンにおける農民の地位及び所得向上のための一つの手段になり得る

ことが認められた。 

  農民組織強化への支援：農協を含めた農民組織を強化する協力を行う場合、各国の文化、歴 

史、制度等に根ざした個々の農民組織の特徴、農民組織とそれを所管する政府機関との関係

等に十分考慮する必要がある。例えば、フィリピンにおいては、農民の組織は Cooperative

以外にも存在していること、CDAが管轄する Cooperative＝Agricultural Cooperativeではない

こと、Cooperativeの設立目的は日本の農協のそれとは異なること、プロジェクト実施前には

農協強化に関するノウハウの蓄積が CDA にほとんどなかったこと等に特に留意した上でプ

ロジェクトをデザインする必要がある。 

  農民のニーズが多様化する中で、農協に対する技術支援は関係機関と連携の下実施されるこ 

とが望ましい。特に、地方分権化が進む国においては、中央行政機関のマンデートを十分踏

まえつつ、中央行政機関にノウハウのない技術或いは既に地方行政機関に実施の権限が委譲

されている行政サービスについては、地方自治体（LGU）、NGO等地方の開発アクターの強

化、連携を重視する必要がある。 

 

＜農協強化の制度化＞ 

 本プロジェクトはミクロレベルでの農協強化、メソレベルとして CDA等関連組織の強化に取り

組み、農協強化が農民の所得向上に果たしうる可能性を示すことができた一方、マクロレベルと

しての農協強化のための制度構築までには至っておらず、行政機関による農協強化への取組みの

持続性をどのように確保するかは今後の課題である。CDAは 3年後を目処に農協強化という業務

を本来業務化（メインストリーム化）する旨発言しており、日本側としてもプロジェクト終了後、

モニタリングを通じこのプロセスを支援する必要がある。 

 以上から導かれる教訓を項目として記載すると、次のとおりである。 

  制度の構築：移転される技術（農協強化という技術）が既存の制度、慣行に馴染んでいない 

が、それでもその技術移転は農民の所得向上にとって有効な手段と判断される場合は、制度

そのものの構築まで視野においた協力の必要性が検討されなければならない。制度の不在は、

プロジェクトを通じたミクロレベルの成果（パイロット農協の強化）の面的な広がり及び持

続発展性に対する大きな足かせとなる危険性が高い。個々の農協強化に加え、農協を指導す

る政府機関の能力向上及び農協強化を促進させる或いは抑制している制度への働きかけが、

プロジェクト成果を点から面に広げ且つ持続性を確保できると考えられる。一民間団体であ
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る個々の農協強化のみに焦点を置いた協力は、JICA事業としては適切とは言えない。 

  外部要因への対応：農協経営は個々の農協事業だけでは対応できない様々な外部条件に左右 

される（例えば、農産物価格の急激な変動、異常気象、道路等生産インフラ整備状況の格差

等）。このような影響は脆弱な農協にとっては死活問題であり、事実野菜価格の下落は多く

の農協を機能停止に陥らせている。本プロジェクトは、CDA の能力強化を通じた農協事業

の強化を目指す一方、これら外部要因に対応するためのマクロ的な制度、政策（例えば、価

格維持制度、補償・救済制度、公共財としてのインフラ整備等）についてはプロジェクトの

枠外としたが、農民の所得向上をプロジェクト目標とする場合は、このような外部条件を安

易に外部化することは、プロジェクト効果の発現を妨げる危険性を孕んでいる。 

 

＜パイロット事業＞ 

 本プロジェクトは 3つの農協をパイロット農協として選定し、CDA等関連機関の農協強化能力

の向上を通じ同パイロット農協の強化を目指した。パイロット農協強化の実践に基づく良き事例

及び悪き事例が CDAの農協強化業務にフィードバックされ、より質の高い農協強化活動がパイロ

ット農協以外の農協にも提供されることが期待されている。 

 パイロット事業を実施する場合、パイロット事業を通じ移転された農協強化技術水準及び投入

コストが、その国の政府機関、農協及び農民が受け入れられるような適正なものでなければ、パ

イロット事業を通じて得た成果の他農協への波及は困難なものとなる。本プロジェクトとの関連

でいえば、中長期的な費用対便益を踏まえ農協が共同利用機材の更新（特に高価な機材）や営農

指導員の傭上を独自に行う可能性、また CDAのみならずフィリピン政府関係機関の予算状況が非

常に厳しい中、CDA がプロジェクト終了後に現在のプロジェクト成果（C/P 機関の能力向上）を

活用する（育成された人材が一定の予算を持ち農協強化に従事する）可能性等が、PDM策定時に

十分検討されなければならない。専門家等へのインタビュー結果を踏まえると、プロジェクト開

始前及び実施中においてこのような検討が十分になされてきたとは言えない。 

 以上から導かれる教訓は次のとおりである。 

  パイロット事業がパイロットとしての有効性を持ちえるには、適正規模の技術・投入量（途 

上国一般に比較的低投入）に十分配慮した事業でなければならない。高額な機材、日本でし

か調達可能でない機材の投入は、農協活動の強化という草の根レベルでの活動においては持

続発展性を持つことは困難である。 

  過去にもしばしば得ているこのような教訓を的確にフィードバックするために、農村開発的 

な要素を含む案件の場合、機材選定（スペック、投入時期を含む）に当たっては、参加型手

法を用いることが肝要である。 

  パイロット事業の成果が波及するためには、プロジェクト終了後も技術及び活動資金を確保 

するメカニズムをプロジェクト期間中に検討する（可能であれば同メカニズムの制度化）必

要がある。 
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第３章 プロジェクトの進捗状況 

 

３－１ プロジェクトの概要 

３－１－１ プロジェクト名称 

農協強化を通じた農民所得向上計画 

Improvement of Farmers’Income through the Strengthening of Agricultural Cooperatives 

 

３－１－２ R/D署名 

2000年 5月 

 

３－１－３ 協力期間 

2000年 7月 1日～2005年 6月 30日（5年間） 

 

３－１－４ プロジェクトサイト 

ベンゲット州ラ・トリニダッド町 

 

３－１－５ フィリピン側実施機関 

C/P機関：大統領府協同組合開発庁（CDA）（注：現在は財務省管轄） 

支援機関（フィールドレベル）：ベンゲット州農業事務所、ラ・トリニダッド、カパンガン、

ブキアス各町農業事務所、県保健局、農業研修センター、科

学技術局、ランドバンク、ベンゲット協同銀行 

 

３－１－６ プロジェクト目標 

目標 1：3パイロット農協組合員の所得が向上する。 

目標 2：フィリピン側カウンターパート機関の農協活動強化にかかる能力が向上する。 

 

３－１－７ PDM 

付属資料 3参照 

 

３－２ プロジェクト投入実績 

３－２－１ 日本側の投入 

(1) 長期専門家及び短期専門家の派遣 

終了時評価時点で9名の長期専門家と延べ13名の短期専門家が派遣された｡長期専門家は

当初 5 分野（チーフアドバイザー、業務調整/農家実態調査、農協組織経営、販売・購買事

業、営農指導/生活活動）で派遣されていたが、中間評価調査以降「農協の個々の事業への

投入とそれぞれの運営に集中した活動」から「農協の総合的な組織強化」へ支援の視点を

移行したこと等を踏まえ、協力分野を 3 分野（チーフアドバイザー、業務調整/農家実態調

査、農協組織経営）に整理した。 
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(2) 機材供与 

OA機器、ハンドトラクター、車両等総額約 19,705千ペソが供与された。 

 

(3) カウンターパート研修 

各専門分野から合計 11名のカウンターパートが日本での研修に参加した｡ 

 

(4) ローカルコスト負担 

現地適用化事業、技術交換、プロジェクト安全対策を含む総額 26,530千ペソ（2004年度

までの実績）相当を日本側が負担した。 

 

３－２－２ フィリピン側の投入 

(1) カウンターパートの配置 

プロジェクト開始から 2004年度まで計 13名の CDA職員がカウンターパートとしてプロ

ジェクトに従事した。2005 年 1 月の時点では、7 名のカウンターパートがプロジェクトに

配置されている。 

 

(2) 予算 

プロジェクト開始から 2004 年度まで総額約 6,131 千ペソのプロジェクト活動予算が支出

された。なお、フィリピン政府の厳しい財政事業を受けて、プロジェクト活動予算は 2 年

目以降削減された。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

３－３－１ プロジェクト目標 1及び成果 1－1、2の達成度 

 プロジェクト目標 1である「3パイロット農協組合員の所得向上」については、個々の組合員あ

るいは組合によって達成状況が異なっている。プロジェクト成果（1－1及び 1－2）も組合によっ

て達成度に差がある。組合の中では、タバアオクバ組合が最も達成度が高い。 

 

(1) プロジェクト目標 1：3パイロット農協組合員の所得が向上する。 

 指標 結果（2005年 1月現在） 

1－1：パイロット農協の組合員の平均農家

所得率が 1999年対比で 2004年にベンゲッ

ト州のインフレ率よりも増加する。 

1999年－2003年におけるベンゲット州のインフレ率は

28.97％である。一方、パイロット農協の組合員の平均

農家所得率（1999年－2003年）は、タバアオクバ組合

32.9％、ブギアス組合 △5.9％、ベンゲット組合 △6.9％

となっており、目標を達成した組合は、タバアオクバ 

組合のみである。 
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1－2：パイロット農協の組合員の平均農家

貯金（年度末残高）が 1999年対比で 2004

年には 40％以上増加する。 

1999年－2004年における組合員の平均農家貯金（年度

末残高）増加率は、タバアオクバ組合が 138％、ブギア

ス組合 208％増加し、2組合が目標を達成した。一方、

ベンゲット組合は △49％であり、減少する結果となっ

た。 

1－3：各パイロット農協において 2004年／

1999年対比で組合員が 70％以上増加する。

2004年／1999年対比の組合員増加率は、タバアオクバ

組合 91％、ブギアス組合 77％、ベンゲット組合 94％で

あり、3組合とも目標を達成している。なお、3組合合

計の増加率は 85％である。 

 

プロジェクト目標指標 1－1: 

パイロット農協の組合員の平均農家所得率が 1999年対比で 2004年に州のインフレ率よりも増加

する。 

 1999 2000 2001 2002 2003 インフレ率（1999-2003）

州のインフレ率 12 7.4 4.6 0 2.5 28.97 * 

*注意: 計算方法; 1.00*1.12*1.074*1.046*1.0*1.025=1.289667792 

 

1999年と 2003年の組合員の平均農家所得率の比較 

 1999 2003 結果と傾向 

BABUDEMPCO 

（ブギアス） 

91,698.00 86,328.00 5.9％減少  

BFMPC（ベンゲット） 85,018.00 79,166.00 6.9％減少  

TACU MPC（タバアオクバ） 60,117.00 79,913.00 32.9％増加  
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プロジェクト目標指標 1－2:  

パイロット農協の組合員の平均農家貯金（年度末残高）が 1999年対比で 2004年には 40％以上増加 

する。

Change in Savings Deposit in
Each Cooperative (1999-2004)

-

2,000,000.00

4,000,000.00

6,000,000.00

8,000,000.00

10,000,000.00

12,000,000.00

14,000,000.00

16,000,000.00

18,000,000.00
           BABUDEMCO
           BFMPC
           TACU

           BABUDEMCO  5,433,262.80  6,041,729.57  6,458,559.76  7,675,970.57  12,013,306.66  16,728,492.06 
           BFMPC  2,864,915.62  2,171,610.11  1,423,619.63  1,380,085.19  1,327,849.09  1,449,663.49 
           TACU  4,212,482.00  5,277,154.00  5,859,438.00  8,155,155.00  9,646,846.00  10,040,729.00 

1999 2000 2001 2002 2003 2004

プロジェクト目標指標 1－3: 

各パイロット農協において 2004年／1999年対比で組合員が 70％以上増加する。

Change in Membership in Each Cooperative (1999-2004)
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           BABUDEMCO 1947 2090 2487 2546 2543 3452
           BFMPC 1083 1885 2558 2055 2058 2104
           TACU 1097 1134 1642 1794 1941 2095

1999 2000 2001 2002 2003 2004

 



 13

(2) 成果 1－1：3パイロット農協の既存事業が改善され、また新規事業が開発される。 

指標 結果（2005年 1月現在） 

1－1－1：各パイロット農協において 2004 

年／1999年対比で事業全体の収益増加率が

20％を上回る。 

2004年／1999年対比で事業全体の収益増加率が 20％ 

を上回る組合は無かったが、タバアオクバ組合が増加

率 6.3％と最も成長した。なお、他の 2組合は減少する

結果となった。 

1－1－2：各パイロット農協において 1つ以

上の新規事業が 2004 年／1999 年対比で確

立される。 

 

3つの組合は、生活改善分野において、パン製造、食 

品加工、調理食仕出し等の新規事業を起こし、確立さ

せた。また、営農指導分野において、農業機械の共同

利用で使用料を組合の追加収入とすることが出来た。

したがって、目標は達成している。 

 

(3) 成果 1－2：3パイロット農協組合員によって、収益性の高い農業生産が具体化される。 

指標 結果（2005年 1月現在） 

1－2－1：パイロット農協の組合員の平均農業

収入が 1999年対比で 2004年に増加する。 

2003年／1999年対比で、タバアオクバ組合の組合

員の平均農業収入は、43.1％増加し、目標を達成し

た。他の 2組合は、増加していない。 

 

成果指標 1－1－1 

各パイロット農協において 2004年／1999年対比で事業全体の収益増加率が 20％を上回る。 

Change in Net Surplus of Each Cooperative, 1999-2003

(1,000,000.00)

(500,000.00)

-

500,000.00

1,000,000.00

1,500,000.00

2,000,000.00

2,500,000.00

           BABUDEMCO

           BFMPC

           TACU

           BABUDEMCO  1,553,443.7  1,152,148.8  617,907.00  716,972.00  888,447.72  743,068.68 

           BFMPC  389,259.80  (258,635.18  (618,086.63  (325,149.73 (375,857.90  47,244.80 

           TACU  1,264,582.0  1,515,065.0  1,302,804.0  2,015,197.8  1,608,352.0  1,344,819.0

1999 2000 2001 2002 2003 2004
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成果指標 1-2-1   

パイロット農協の組合員の平均農業収入が 1999年対比で 2004年に増加する。 

   Change in Agricultural Income of Members（1999-2003） 

 1999 2003 結果と傾向 

BABUDEMPCO 57,988.00 53,014.00 8.6％減少  

BFMPC 45,399.00 40,546.00 10.7％減少  

TACU MPC 12,685.00 18,156.00 43.1％増加  
 

 

＜「３－３－１」追記＞ 

・アンケート調査の結果、ブギアス組合 54.6％、タバアオクバ組合 78.8％、ベンゲット組合 42.9％

の組合員が、所得は増加したと回答していることから、所得は徐々に増加傾向にあることが

分かる。 

・野菜価格の低下の状況は、品目によって減少幅が異なるが、例えばニンジンの場合、年間平

均価格は、99年 21.71ペソ／2003年 18.20ペソであり、16.2％低下している。また、野菜は、

価格変動も激しく、ニンジンの 2004 年最安値は、4.40ペソ（3月）、最高値は 41.86ペソ（8

月）と 9.5倍の開きがある。（2004年年間平均価格は 17．16ペソ、99年との対比は 21％低下。） 

・農業機械共同利用及びトラムライン等導入の事業は、組合員、特に女性の、農作業関連に従

事する時間の短縮を実現した。そのため、女性組合員を中心に、生活改善事業を行う十分な

時間を持つことが可能となった。したがって、これらの事業はいずれも組合員の現金収入の

増加に貢献したといえる。 

・営農指導で有機栽培農業が導入され、農産物の付加価値化が目指されているが、同時に、農

薬使用量減少した。さらに、不耕作地（裏庭等）を用いた少量多品目栽培に関する技術指導

が行われ、組合員は自家消費野菜を有機栽培で作ることが可能となった。これらはいずれも

現金支出の削減につながっている。 

・有機栽培農業導入の成果は、農薬使用による健康障害の減少及び有機野菜の摂取による健康

増進にも及んでおり、これによる労働可能時間の増加もまた、現金収入の増加に結びついて

いる。 

 

＜「３－３－１」で使われたデータの出典＞ 

・「Final Survey on Farmer’s Income」by CDA-JICA 

・「Coop profile」by CDA-JICA 

・「Monitoring income generated / trust fund deposited from equipment / facilities assigned by  

CDA-JICA 」 

 

３－３－２ プロジェクト目標 2及び成果 2－1、2の達成度 

プロジェクト目標 2の「C/P機関の農協活動強化のための能力向上」及びプロジェクト成果 

（2－1及び 2－2）は、いずれも達成度が高い。 
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(1) プロジェクト目標 2：フィリピンカウンターパート機関の農協活動強化にかかる能力が向上

する。 

指標 結果（2005年 1月現在） 

2－1：農業協同組合強化のための研修プロ

グラムが開発され、2004年までに実施され

る。 

マニュアルと研修教材は開発され、研修プログラム

は予定通りに実施された。したがって、目標は達成

している。 

2－2：2004年に実施された研修について、

参加者の 80％が、5段階の 3以上と評価す

る。 

100％の参加者が、実施された研修は、自らの必要性

への適合度が高く、研修によって知識と技術が大き

く向上したとして、5段階の 4（「大変満足」）以上と

評価している。したがって、目標は達成している。

 

(2) 成果 2－1：CDAと他支援機関の連携の下、農協活動強化のための研修プログラムが開発さ 

れ、実施される。 

指標 結果（2005年 1月現在） 

2－1－1：プロジェクトの各コンポーネント

に関するマニュアルと基本研修用教材は、

2004年までに開発される。 

マニュアルと研修用教材は、プロジェクトの様々な

コンポーネントの実施中の組合員と CDA及び支援 

機関の実際の経験に基づいて開発されている。マニ

ュアルは現在、校正中であり、2005年 3月までに印

刷される予定である。従って、目標は達成している。

 

(3) 成果 2－2：農協強化に関する CDAと支援機関との調整連携が強化される。 

 指標 結果（2005年 1月現在） 

2－2－1：2004年までに CDAと支援機関と

の調整連携活動が強化される。 

調整連携活動は、中間評価調査団の提言によって、

より強化されている。複数の支援組織が、プロジェ

クトで取り組む各種活動について、計画、実行に関

わっているほか、年 4回の査定、モニタリング、評

価に参加している。したがって、目標は達成してい

る。 

 

＜「３－３－２」追記＞ 

・プロジェクトでは、これまでに、研修・セミナーを 3 パイロット農協の役職員、各種委員会

委員を対象として、多種類、実施している。4つのコンポーネントごとの実績は、マーケティ

ング 15回、農協運営 16回、生活改善 17回、営農指導 22回である。研修等の実施に当たっ

ては、適宜、支援機関から講師が派遣され、より的確な指導が可能となった。 

・それに伴い、プロジェクトでは、マーケティング 10種、農協運営 5種、営農指導 4種、生活

改善 5 種（うち 1 種は「集団検診運動」ビデオ）と、多くの資料、教材等を作成し、活用し

てきた。また、プロジェクトが進むにつれ、C/P の能力が向上し、これらの資料、教材等は、

次第に C/Pが主体となって作成されるようになっている。 

・3パイロット組合の個別指導に当たっても、国・州の農業訓練機関、科学技術機関、フィリピ
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ン銀行、ベンゲット協同組合銀行財団等から、それぞれの専門分野について、効果的な技術

支援があった。 

・ベンゲット州政府・農業部は、2003 年度州予算をプロジェクトに計上し、有機農業活動への

支援をパイロット農協に行っている。 

・カパンガン市政府は、タバアオクバ農協の多目的集会所の建設に補助予算を出したほか、農

業事務所の普及員が有機農業関連の指導をタバアオクバ組合で行う等、プロジェクトの行う

農協強化活動に協力してきている。 

・タバアオクバ組合が生活改善活動で取り組み始めた「集団検診事業」は、すでに 3 回実施さ

れている。プロジェクトはこの「集団検診事業」を支援してきたが、大変好評であったこと

から、次第に、ベンゲット州政府保険部をはじめ、教育部・医療機関を巻き込んだ動きへと

発展してきている。 

・CDA－CAR ベンゲット州事務所及びイフガオ州事務所は、試験的農協強化普及活動として、

農業機械の共同利用事業等を、各事務所傘下の組合で 2003年末から開始した。  
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第４章 評価結果 

 

４－１ 妥当性 

４－１－１ フィリピン国開発政策との整合性 

フィリピン政府は、貧困者の緩和、不平等の是正、雇用増進を基本方針としており、本プロ

ジェクトの方向性は国家計画に合致したものである。また国家開発計画でも、農民組織強化の

重要性や農民所得の向上が指摘されている事から、プロジェクトの目標と整合性が取れている。 

 

４－１－２ グループのニーズの妥当性 

プロジェクトが始まるまでは、農協役職員及び組合員はプロジェクトの構想やコンセプトを

当初よく理解できなかったため、事業への参加に躊躇していた。しかしながら、プロジェクト

実施後、営農・生活指導事業等の恩恵を徐々に理解し、より積極的に参加するようになった農

協もあることから、プロジェクトは所得向上という受益者のニーズにある程度貢献したと言え

る。 

 

４－１－３ ターゲットグループの選定 

ベンゲット州をプロジェクトの対象地域として選定したことは、同地域が貧困地域の 1 つで

あることから妥当であった。但し、対象となった農協選定については、一定の基準はあったも

のの、実施段階において、「パイロット」という意識が希薄であり、パイロット事業としての位

置づけが曖昧であった。 

 

４－１－４ 我が国の援助政策との合致 

我が国の対フィリピン援助に係る国別援助指針や JICAが策定する国別事業実施計画において、

「農業・農村開発」は重要な柱の 1 つである。本プロジェクトでは、農民の組織強化に焦点を

当てていることから、我が国の援助政策とも合致したものといえる。 

 

４－１－５ プロジェクト計画設定の妥当性 

フィリピンでの農民の組織の実態から鑑みると、本プロジェクトの目標は、「農協支援組織に

よる、パイロット農協の活動を通じた農協強化能力の向上」とすべきであった。しかしながら、

本 PDMでは、プロジェクト目標が 2つ設定されており、その 1つに「パイロット農協組合員の

所得向上」という目標が設定され、この目標は、プロジェクト期間内では現実達成できない過

大な目標設定であったと判断される。なお、中間評価調査団での提言を踏まえ、「個別農協支援

型アプローチ（チームアプローチ）」を導入した事で、プロジェクト後半、CDAの職員の能力向

上と各農協の強化能力の向上につなげる事が可能となった。 

 

４－１－６ 我が国の技術、ノウハウの比較優位 

日本においては、農協を通じて農民の所得向上と社会的地位向上が達成されており、その経

験やノウハウが蓄積されている。フィリピンという土壌の中で、いかに応用するかという課題

は当然あるものの、少なくともカウンターパートを通じて、営農指導始め、生活改善など 4 つ
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のコンポーネントの実践から、農協組合員が重要なコンセプトや運動の優位性を理解できたと

思われる。 

 

４－２ 有効性 

４－２－１ プロジェクト目標達成の見込み 

研修プログラムは開発、実施され且つ参加者から同プログラムに対する評価も高い。カウン

ターパート職員は農協事業に対する助言、指導ができるようになったことから、プロジェクト

成果（2－1及び 2－2）は達成されており、プロジェクト目標 2にある「カウンターパート機関

の農協活動強化のための能力改善」は達成の見込みと判断される。一方、プロジェクト目標 1

の「3パイロット農協組合員の所得向上」については、指標が示すように、所得は徐々に増加傾

向にあるが、個々の組合員あるいは農協によって、かなりのバラツキがみられ、ある程度しか

達成できなかったと判断される。3つのパイロット農協のうち、タバアオクバ農協は最も意欲が

あり、営農指導の導入や、女性グループによる生活改善活動の促進が図られるなど、活発にプ

ロジェクトに参画していた。 

 

４－２－２ プロジェクト成果と目標の関係 

農機具の共同利用による労働コストの削減や技術移転は、プロジェクト目標として掲げられ

ている農民所得に大きな影響を与えたといえる。さらに、機材供与によって、時間の節約にな

ったとの組合員の回答もあった。（例：トラムラインによる運搬作業の軽減と時間節約、精米機

の利用による時間縮小など）。さらに、食品加工やケータリングサービスなど、他の多様な活動

も同様にプロジェクト目標の達成に寄与したといえる。しかしながら、そもそも目標 1 にある

所得向上については、プロジェクトの枠組み以外の様々な外部要因（野菜価格の下落、景気動

向による農外収入機会の有無等）に大きく左右されるため、プロジェクトの成果が所得向上に

与える影響は短期的には限定的であるのが実情であり、こうしたプロジェクトの個々の活動だ

けでは、プロジェクト目標 1 の「農民所得向上」を十分に満たすことは困難であった。一方、

目標 2 の「カウンターパート機関の農協活動強化に関する能力向上」については、カウンター

パート研修始め、農協役職員や組合員へのセミナー、ワークショップ等で、組合組織の能力の

向上が図られ、大きな成果を挙げている。 

 

４－２－３ 外部条件の変化や影響 

農家調査結果によれば、農業投入材の高騰や変動の大きい野菜価格といった不利な農家状況

は、農民所得に大きな影響を与えた。 

 

４－３ 効率性 

４－３－１ 投入に見合った成果の達成 

プロジェクトへの投入は、質、量、タイミング等、概ねほぼ適当であったと言える。 

(1) 供与機材 

全般的にみると、大半の投入機器材は各農協の農民営農グループ、婦人グループで活用さ

れており、効率性は概ね良好である。プロジェクト 2年目に投入された供与機材において、
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相手側（3パイロット農協）からの要望と投入物件との一部に質あるいは量的にミスマッチ

があったものの、その後、ベンゲット州ほか周辺州の他の農協へ、機器を有効活用するた

め移管している。なお、パイロット農協の管理不足から一部、供与トラックの不正利用問

題が発生した。 

 

(2) 人材 

当初は、分野別のアプローチであったがために、多人数の専門家を投入する必要があった

が、後半、チームアプローチ（事業毎の支援体制から個々の農協強化のための支援体制）

を取ることによって各農協に応じた編成となり、かつ少ない人数での効率的なプロジェク

ト活動が実施された。 

CDA はカウンターパートの一部を 2 年目終了後に変更したものの、カウンターパートの

要員配置は大半、プロジェクト 5 カ年間継続し、変更はない。なお、各カウンターパート

の専門性や経験は多様であり、プロジェクトの円滑な運営、実施の面からいえば、課題が

残るものの、カウンターパートは全員熱心で、卓越した能力を持ち、農協指導を適切に行

ってきた。またプロジェクトへの出向を終え、他の部署に戻ったカウンターパートは、ベ

ンゲットあるいはイフガオ州内での試行的普及事業に従事し、プロジェクトの経験や教訓

を活かしている。 

 

(3) 予算 

フィリピン側の活動予算が 2年目以降大幅に削られたことで、比側の予算投入は十分では

なかった。なお、プロジェクト後半、日本側の予算投入規模も縮小されたが、プロジェク

ト活動は円滑に実施されており、効率的に事業が実施された。 

 

４－３－２ プロジェクト･マネージメント 

プロジェクト期間中に、運営指導及び中間評価調査等で軌道修正や提案が行われたことは、

有効性のみならず、効率的であり、その寄与は大きかった。また、この修正で、プロジェクト

の方向性が明確になった。さらに各パイロット農協間の結びつきも強化され、各農協のニーズ

に応じた対応を取る事が可能となった。 

専門家とカウンターパートとの関係は、当初、双方の誤解あるいは取り組み姿勢の問題など

で必ずしも良好でないこともあったが、プロジェクト後半は、共同で討議し意見をまとめるな

ど、コミュニケーションは改善された。 

 

４－３－３ 他ドナーや JICA類似案件との協力の有無 

他ドナーや他 JICAプロジェクトとの連携は当初計画されたが、実際の行動には移されなかっ

た。 

 

４－４ インパクト 

４－４－１ 上位目標達成の見込み 

「ベンゲット州における組合員の所得向上」という上位目標そのものは、その達成は容易で

ない。但し、プロジェクトでは、現活動の成果やノウハウを展開するため、パイロット農協以
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外の農協でも、新たな試みが始められており、農協組織強化の能力向上という点で期待が持て

る。 

 

４－４－２ 直接／間接的インパクト 

経済環境、社会準備、農協組合員の吸収能力などの点からも、プロジェクトのインパクトが

現れるのには時間を要し、現時点で評価するのは困難と言える。但し、今終了時評価調査にお

いて実施されたインタビューや質問票始め、報告書分析や現地調査の結果、以下に挙げられる

ように、幾つかのインパクトを見ることが出来る。 

 

(1) 政策・組織的インパクト： 

本件の実施によって、農村開発を巡る様々なステークホルダー（普及機関、研修機関、大

学、農業省関連機関、LGU、中央・地方行政機関、金融機関、NGO）による多様なネット

ワークの構築に寄与した。 

 

(2) 技術的インパクト：                                                                         

農協組合員だけでなく、組合員以外の他コミュニティの農民にも有機農法活動への興味を

抱かせ、実際、参加し実践してきている農家が現れている。また農業研修センターや NGO

など関連する機関との密接な連携によって、双方の関係が強化され、新たな協力につなげ

る動きを見せている。研修やセミナーに参加した研修受講生は研修を通じ知識やノウハウ

を獲得しており、その中から女性グループのパン作りや、コンポストの実施などの効果が

発現しつつあり、上記に見られるように、近隣農家や組合員以外にも広がりを見せつつあ

る。 

(3) 文化・社会的なインパクト 

農協婦人部活動は、雇用創出や追加的な家計所得や、農村における女性のエンパワーメン

トと地位向上にもつながった。 

タバアオクバ農協の生活改善事業から端を発した「集団検診運動」は、州レベルだけでな

く、他地域へも広がりを見せており、大きなインパクトを与えている。例えば、第 3回（2004

年 10月実施）には、ベンゲット州保健部ばかりでなく、歯科医師会・看護学校から医師・

看護婦・薬剤師等、関係機関始めボランティアなど、様々な支援を受け実施され、地域住

民 1,700人（計画）の健康診断検診を行っている。さらに、過疎農村地帯における地域社会

住民へのサービスに当農協も予算費用を出し、また町地方政府にも予算負担協力を求め、

共同事業実施となったことも特筆すべき点である。なお、この共同事業は地域農民への健

康的生活への啓蒙をすすめるだけでなく、フィリピンではまだ稀なアプローチであり、モ

デル事業ともなった。 

 

４－５ 自立発展性 

４－５－１ 制度・政策・組織の側面 

(1) 実施機関の組織能力                                      

実施機関である CDAの役割の中心は協同組合の登録、規定であるものの、各農協への指

導や運営指導などの組織開発も含まれている。しかし、農協強化にかかる現在の制度及び
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CDA の業務体制（人員、予算等）では、組織開発にかかる機能までは十分には果たし得て

いないのが実態である。一方、本プロジェクトでは、支援関係機関の協力も受け、農協強

化のための研修プログラムやモデュールが開発され、また農協運営や政策等を取り纏めた

「事業マニュアル」もプロジェクト終了までに完成される見込みであることから、今後 CDA

が農協強化を本来業務化（メインストリーム化）し業務体制を確立することが出来れば、

本プロジェクトの成果品と開発された能力を活かすことにより、CDA は引き続き農協強化

のための支援を行うことが可能となり、プロジェクトの自立発展性が期待される。 

 

(2) パイロット農協の自立発展性： 

プロジェクト終了時を見据えた後半 2年間は農協マニュアルを整備指導し、内部監査人材

の育成のための能力向上講習など、農協ごとの長期的な自立発展に向けての指導に重点を

置いていた。関係機関の意見やプロジェクト実施者との協議の結果、3パイロット農協の自

立発展性の可能性は以下の通り。                                 

・タバアオクバ農協：役職員のモチベーションが高く、関連事業管理についても人材も育っ

ており、自立発展の可能性は大きい。また今後は、プロジェクトのコンセプトを活用しな

がら、農協の「モデル」として活用できる。 

 

・タバアオクバ農協：役職員の改革意欲と事業経営能力改善の結果が現れ始め、経営改善

が図られつつあり、自立発展の方向にある。しかしながら、農協経営改善の施策、生産

物の多角化、豆科緑肥作物の導入を含め有機農法や健全な土壌つくりの継続、野菜以外

の作物等との輪作体系確立、価格低迷野菜依存の脱却等などが必要である。             

・ベンゲット農協：不良債権問題により、農協の活動は事実上停止状態にあり、自立発展

性の見込みは乏しいと判断される。 

 

４－５－２ 技術的側面 

カウンターパートは本プロジェクトでの活動の試行錯誤のなかで、農協支援のための手法や

技術的ノウハウを既に習得しており、農協指導や、活動計画の策定から実施までを独自に行う

ことが可能である。従って、本プロジェクト終了後も、カウンターパートがプロジェクトで得

た経験を活かすことにより、技術の自立発展性は期待できる。 

中小規模の機材の維持管理、更新については、トラストファンドの積立てにより適切に実施

されると判断されるが、車両始め一部の大型機材については、その維持管理、更新コストが高

いため、現在の積み立て状況では更新は困難と思われる。 

 

４－５－３ 財政的側面 

(1) 実施機関である CDAの財政的自立発展性                            

カウンターパートはプロジェクト終了後も本プロジェクトの成果を継続するため、各農協

への指導や支援を継続したいと望んでいる。よって、プロジェクトの成果を継続できるよ

うに、フィリピン側で出来る限り予算の確保を図ることが必要である。 
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(2) パイロット農協の財政的自立発展性 

農協の財政状況については、何より農産物の価格の変動始め、農協の安定を左右する多く

の外部要因があり不安定であるのが実情である。しかしながら、農協経営に関する農協役

員の能力向上と経営へのコミット、さらにリスクヘッジを取る事によって、財政状況のあ

る程度の安定化は可能であり、この点においてプロジェクトが果たせる役割は大きい。 

ベンゲット農協については、不良債権率がかなり高く、財政的に困難な状況に陥っている。

この財政状況は、プロジェクト以前から生じていた事で、その状況は当初から全く改善さ

れていない。この苦い経験から、フィリピンにおける農協運営とその持続性のためには、

厳格なローンの回収方法及びローン申し込みの際の審査機能が重要であるとの教訓が導か

れており、今後の農協強化活動にフィードバックされる必要がある。 

 

４－６ 促進・阻害要因の総合的検証 

プロジェクト実施によって、以下のような促進及び阻害要因が今回観察された。 

４－６－１ 促進要因 

(1) 質問票及びインタビュー結果によれば、個別農協に焦点を当てた「個別農協支援型」アプ

ローチは以前の事業毎に焦点を当てたアプローチに比べて、より生産的な方法であり、指

向的、統合的な戦略であったとの回答が出ている。この「個別農協支援型」アプローチは、

各農協の活動や機能をより広げる役割を果たしており、また各個別農協の財政面のみなら

ず、財政面以外の面をも支援できる体制になった。こうしたアプローチの採択が、その後

のプロジェクトの円滑な進捗と農協の各事業の進展をもたらした。 

  

(2) カウンターパート機関である CDAは当初、営農指導等農協事業に関する経験に乏しかっ

たため、単独でのパイロット農協育成は困難であった。しかし、地元の地域事務所（町村

農業部技師、農業省地域事務所・州農業部）、関連金融機関、農業省、ベンゲット大学始

め学術・研究機関、さらに民間セクターなど、様々な関係支援機関のフィールドレベルで

の協力がありパイロット農協の育成が実現可能となった。こうした協力は徐々にネットワ

ーク化され、プロジェクトの効率的な実施を促した。 

 

(3) 組合役職員のリーダーシップが事業を成功させる基本条件であり、農協運営を正しい方向

に導いた。 

 

４－６－２ 阻害要因 

(1) 農協組合の人材の交代や退職は、ノウハウの流出等プロジェクト実施への足かせのみなら

ず、農協運営を困難にした。 

 

(2) 数度にわたるトラックの不正使用は、農協の収入減、農協経営を困難にした一大要因とい

えるが、プロジェクト活動にも少なからぬ影響を与えた。 

 

(3) ローンの債務過剰など、農協の財務状況は、農協事業への大きな阻害要因となった。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 結論 

(1) プロジェクト目標 2「カウンターパート組織の農協活動強化にかかる能力向上」はプロジェ

クト終了までに達成できる見込みである。一方、プロジェクト目標 1「3パイロット農協組

合員の所得向上」については、激しい野菜の価格変動及びプロジェクト開始前から既に悪化

していた農協の不安定な財務状況の影響を受け、その目標を十分には達成できていない。 

 

(2) 中間評価の提言を踏まえ、プロジェクトは「農協の個々の事業への投入とその運営に集中

した活動」から「農協の総合的な組織強化」へとアプローチを移行した結果、カウンターパ

ートは、プロジェクト終了後も独自にプロジェクト活動を継続できるまで、その能力は強化

された。 

 

(3) 以上のことから、プロジェクトは計画通り 2005年 6月 30日に終了する。 

 

５－２ 提言 

５－２－１ プロジェクト終了までに実施すべき事項 

(1) プロジェクトから得たポジティブ並びにネガティブ双方の経験と教訓の体系化 

農協の多様な経営環境に応じて CDA職員が農協支援を行えるよう、農協強化における良

き教訓を残すだけではなく、苦い経験も含めて、より包括的な農協支援の事例研究を整備

する必要がある。 

 

(2) 農協マニュアルの整備 

CDA 職員がプロジェクト終了後も農協に対する支援活動を行えるよう、カウンターパー

ト始め、プロジェクト実施者は個々の農協強化のための実施マニュアルを整備する。 

 

(3) パイロット農協の能力強化 

農協は財務状況報告だけでなく、行動年間計画についても作成すべきである。プロジェク

ト実施者は、農協が財務報告や行動計画を作成するにあたり助言を行う。 

 

５－２－２ プロジェクト終了後に実施すべき事項 

(1) プロジェクト活動を CDAの本来業務化 

プロジェクトの成果が活用されるよう、プロジェクト活動を CDAの本来業務とするとと

もに、そのための資金計画を立てる必要がある。また、CDA はプロジェクト期間中に育成

された人的資源を有効活用すべきである。 
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(2) プロジェクトの持続発展のためのモニタリング 

CDA はプロジェクト成果を維持し、対象となった地域においてその成果が波及するよう

に、モニタリングする必要がある。モニタリングは以下の 3 つの基本的な目的に基づいて

実施する。 

・プロジェクトを通じて得た知識と経験を有効活用し、農協強化における CDAの主体的

な取り組みを支援する。 

・プロジェクトを通じて得たパイロット農協による活動成果を維持する。 

・農協強化のために JICAから供与された機材を最大限有効活用する。 

 

５－３ 教訓 

(1) プロジェクトデザイン 

PDM作成に当たっては論理的な一貫性が求められるとともに、状況に応じ適宜修正する柔

軟性が必要である。プロジェクト目標は、明確且つ目標達成可能で、上位目標や成果との間

に論理的な一貫性を有する必要がある。そのためにはカウンターパート機関の能力向上と農

協のエンパワーメントとの間の関係を明らかにしておく必要がある。仮にプロジェクトデザ

インが適切でないことが判明した場合、関係者は PDMを柔軟に修正すべきである。また、適

切なプロジェクトデザインのためには、社会的、経済的、制度的な視点を含めた、より包括

的な調査及び分析が求められる。 

 

(2) 農協のための技術支援 

農協を監督する政府機関には技術的知識が求められる。仮に実施機関が農業開発に関して十

分な知識を有していない場合は、中央レベルおよび地方レベルの双方において、関連機関と

の調整及び連携が必要である。 

 

(3) 「パイロット」事業の意味の明確化 

パイロット事業の意図することは、試行的な活動を通じて得たポジティブ及びネガティブな

経験を基に、今後の教訓を導くことである。教訓を今後の開発に活かすには、パイロット事

業の計画に当たって対象地域の選定及び投入量に十分留意すべきである。 

 

(4) 機材の選定 

活動のための機材選定に当たっては、参加型アプローチを通じて、機材間の優先順位や仕様

を含むユーザーのニーズを十分把握することが肝要である。また、機材は活用計画に基づき、

適切な時期に投入される必要がある。 

 

(5) フィージビリティー調査の重要性 

マーケティングや販売事業の要素を含むプロジェクトの場合、活動によるネガティブな影響

を避けるよう、プロジェクト実施前に既存の市場システムや商習慣を十分に調査しておくこ

とが肝要である。 



 

 
 
 
 

付 属 資 料  
 

 

 

 

 

1．評価グリッド（和文・英文）  

 

2．質問票及び回答結果取り纏め  

 

3．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）  

 

4．ミニッツ（合同評価報告書を含む）  

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



終
了
時
評
価
調
査

「
農
協
を
強
化
を
通
じ
た
農
民
所
得
向
上
計
画
」
評
価
グ
リ
ッ
ド
案
（
調
査
団
作
成
）

Ja
n.

20
05

評
価
項
目

調
査
大
項
目

調
査
小
項
目

判
断
基
準
・
方
法

必
要
な
情
報
・
デ
ー
タ

情
報
源

デ
ー
タ
収
集
・
調
査
方
法

長
期
、
短
期
専
門
家

各
分
野
、
人
数
､
派
遣
期
間
、
時
期
の
投
入
内
容

長
・
短
期
専
門
家
派
遣
実
績
、
専
門
家
報
告
書

調
査
団
派
遣
実
績

各
分
野
、
人
数
､
派
遣
期
間
、
時
期
の
投
入
内
容

調
査
団
派
遣
記
録
、
関
連
調
査
団
報
告
書

機
材
供
与

投
入
機
材
の
種
類
や
数
量
、
さ
ら
に
目
的

資
機
材
供
与
実
績
、
専
門
家
報
告
書

研
修
員
受
入

研
修
受
入
人
数
と
期
間
、
研
修
内
容

日
本
研
修
記
録
、
研
修
監
理
報
告
書
、
専
門
家
の
観
察

現
地
活
動
費

活
動
予
算
額
と
支
出
内
容

現
地
業
務
費
投
入
実
績
、
専
門
家
の
観
察

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
管
理
、
支
援
体
制

支
援
体
制

合
同
会
議
、
技
術
会
議
開
催
記
録
、
専
門
家
の
観
察

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
投
入

C
/P
配
置
、
ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト
負
担

PO
、

A
PO
、

C
P及
び
ロ
ー
カ
ル
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
状
況
、
専
門
家
の
観
察

JC
Cレ
ポ
ー
ト
、
実
施
運
営
総
括
表
、
投
入
実
績
表

投
入
は
計
画
通
り
だ
っ
た
か

投
入
計
画
、
投
入
実
績

PO
、

A
PO
専
門
家
の
観
察

投
入
実
績
表
参
照

活
動
進
捗
状
況

活
動
は
計
画
通
り
に
行
わ
れ
た
か

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
状
況
は
計
画
通
り
か

PO
、

A
PO
と
進
捗
実
績
と
の
比
較
、
専
門
家
の
観
察

PO
、

A
PO
、
実
施
運
営
総
括
表
、
専
門
家
、

C
/P

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
機
会
の
設
定
・
開
催
実
績

日
常
業
務
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
方
法
と
実
績

C
/P
の
責
務
と
役
割

先
方
実
施
機
関
に
自
助
努
力
が
見
ら
れ
た
か
（
全
体
計
画
・
実
施
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
機
能
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
な
か
で

C
/P
は
ど
の
よ
う
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
か
（

C
/P
の
主
体
性
や
積
極
性
）

パ
イ
ロ
ッ
ト
農
協
や
参
加
者
へ
の
指
導
の
主
体
性

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
績
報
告
、
専
門
家
の
観
察

専
門
家
報
告
書
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

予
算
の
手
当
て
は
十
分
か

フ
ィ
リ
ピ
ン
側
は
ど
の
程
度
負
担
し
て
い
る
か

相
手
方
の
投
入
実
績

投
入
実
績
表

資
料
調
査

C
/P
の
配
置
は
適
正
か

専
門
家
は

C
/P
配
置
に
満
足
し
て
い
る
か

専
門
家
報
告
書

C
/P
配
置
一
覧
、
実
施
運
営
総
括
表
、
専
門
家

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

そ
の
他

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
の
試
行
錯
誤

新
た
な
試
み
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
広
報
啓
蒙
の
有
無

専
門
家
の
観
察

専
門
家
、

C
/P

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

相
手
国
開
発
政
策
と
の
整
合
性

上
位
目
標
は
当
該
国
の
開
発
政
策
や
開
発
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
た
か

上
位
目
標
は
、
当
該
国
が
目
指
す
方
向
と
共
通
で
あ
っ
た
か

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
目
指
す
目
標
に
つ
い
て
、
関
係
者
の
理
解
が
得
ら
れ
て
い
る
か

短
期
調
査
・
実
施
協
議
・
運
営
指
導
調
査
報
告
書
、
関
係
者
の
意
見

N
ED

A
・

C
D

A
幹
部
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

対
象
者
（
受
益
者
）
の
選
定
は
適
切
か
（
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
は
、

3パ
イ
ロ
ッ
ト
農
協
組
合
員
と

C
D

A
）

パ
イ
ロ
ッ
ト
農
協
の
選
定
は
適
切
で
あ
っ
た
か

ま
た
、
そ
の
農
協
の
実
情
を
ど
の
程
度
、
把
握
し
て
き
て
い
た
か

（
例
：
ベ
ン
ゲ
ッ
ト
農
協
は
融
資
返
済
の
停
滞
あ
っ
た
が
）

「
パ
イ
ロ
ッ
ト
」
あ
る
い
は
「
モ
デ
ル
」
農
協
の
位
置
づ
け
は
明
確
で
あ
っ
た
か

ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
、

PD
M
、

A
PO
、
短
期
調
査
・
実
施
協
議
・
運
営
指
導
調
査

報
告
書
、
関
係
者
の
意
見

専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

対
象
事
業
の
選
定
（
事
業
規
模
や
支
援
方
法
・
ア
プ
ロ
ー
チ
）
は
適
切
で
あ
っ
た
か

現
場
ニ
ー
ズ
に
あ
っ
た
も
の
で
あ
っ
た
か
、
そ
の
支
援
ア
プ
ロ
ー
チ
は
妥
当
で
あ
っ
た
か

短
期
調
査
・
実
施
協
議
・
運
営
指
導
調
査
報
告
書
、
関
係
者
の
意
見

専
門
家
報
告
書
、
実
施
運
営
総
括
表
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

日
本
側
の
政
策
と
の
整
合
性

協
力
内
容
は
我
が
国
及
び

JI
C

Aの
重
点
方
針
に
合
致
し
て
い
る
か

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
時
及
び
最
近
の
援
助
方
針

我
が
国
の
援
助
支
援
資
料

各
国
援
助
方
針
、
平
成

16
年
度
国
別
事
業
実
施
計
画
、
対
フ
ィ
リ

ピ
ン
国
別
援
助
研
究
報
告
書

資
料
調
査

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
の
妥
当
性

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
計
画
は
適
当
で
あ
っ
た
か
（

PD
M
の
論
理
性
も
含
め
）

事
実
確
認
と
適
正
度
判
断

PD
M
の
論
理
構
成
あ
る
い
は
記
載
内
容
に
困
難
は
な
か
っ
た
か

R
/D
、

PD
M
、

PO
、

A
PO
、
実
施
協
議
・
運
営
指
導
調
査
報
告
書
、

JC
Cで
の
議

題
・
内
容
、
関
係
者
の
意
見

専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

日
本
の
技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
比
較
優
位
性

我
が
国
が
本
案
件
に
協
力
す
る
上
で
の
有
効
性
や
技
術
ノ
ウ
ハ
ウ
は
あ
っ
た
か

過
去
の
協
力
実
績
や
本
件
協
力
開
始
の
経
緯
・
背
景

日
本
型
農
協
の
概
念
と
そ
の
応
用
方
法

我
が
国
の
本
分
野
に
お
け
る
過
去
の
援
助
実
績
・
経
験
、
優
位
性

JI
C

A実
績
表
、

JI
C

A担
当
事
業
部

資
料
調
査

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
見
込
み

「
3パ
イ
ロ
ッ
ト
農
協
組
合
員
の
所
得
向
上
」
と
「

C
P機
関
の
農
協
活
動
強
化
に
関
す
る
能
力
向
上
」

と
い
う
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
達
成
で
き
た
か

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
の
農
民
所
得
の
向
上
の
変
化
（
イ
ン
フ
レ
率
と
の
比
較
）
、
組
合
員
農
家
一
人
当
た
り
貯
金
残
高
、

農
協
組
合
員
新
規
加
入
率

農
協
経
営
評
価
指
標
（
農
協
収
益
増
加
、
引
当
金
・
積
立
金
）
、
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

PD
M
、

A
PO
、
短
期
調
査
・
実
施
協
議
・
運
営
指
導
・
中
間
評
価
調
査
報
告
書
、

関
係
者
の
意
見

仮
評
価
表
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
果
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
を
達
成

す
る
の
に
十
分
で
あ
っ
た
か

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
活
動
及
び
そ
の
成
果
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
を
達
成
す
る
上
で
十
分
で

あ
っ
た
か

成
果
の
確
認
と
論
理
性

PD
M
、

PO
、

A
PO
、
実
施
協
議
・
運
営
指
導
・
中
間
評
価
調
査
報
告
書
、
関
係
者

の
意
見

実
施
運
営
総
括
表
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

目
標
達
成
に
か
か
る
促
進
・
貢
献
要
因
に
ど
ん
な
も
の
が
あ
る
か

新
規
事
業
の
導
入
と
そ
の
改
善
の
仕
組
み

関
連
機
関
の
支
援
や
協
力
体
制
の
構
築

実
施
運
営
総
括
表
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

目
標
達
成
に
か
か
る
阻
害
要
因
は
何
か

関
係
者
の
理
解
、
機
材
選
定
そ
の
他

実
施
運
営
総
括
表
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

外
部
条
件
の
変
化
や
影
響

外
部
条
件
が
発
生
し
た
か
、
ま
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
ど
ん
な
影
響
が
あ
っ
た
か

変
化
が
あ
っ
た
と
す
れ
ば
、
そ
れ
に
対
す
る
対
応
は
適
切
で
あ
っ
た
か

予
算
措
置
、

C
D

A
の
役
割
と
機
能
、

C
Pの
配
置
及
び
移
動
後
の
活
動
、
農
産
物
（
特
に
野
菜
）
の
価
格
低
迷
、
農
協
幹
部

の
能
力

PD
M
、

A
PO
、
短
期
調
査
・
実
施
協
議
・
運
営
指
導
・
中
間
評
価
調
査
報
告
書
、

関
係
者
の
意
見

実
施
運
営
総
括
表
、
仮
評
価
表
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

投
入
（
人
、
施
設
、
資
機
材
、
資
金
）
の
活
用
度
は
十
分
か

噴
霧
機
、
精
米
器
、
車
両
な
ど
機
材
の
活
用
度

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

投
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
や
計
画
変
更
は
適
正
だ
っ
た
か
（
長
専
・
短
専
門
遣
や
機
材
投
入
）

相
手
国
の
予
算
措
置
、
後
半
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
予
算
の
投
入
の
規
模
縮
小

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

C
/P
研
修

日
本
農
協
研
修
の
成
果
や
効
率
性

研
修
レ
ポ
ー
ト
、
研
修
実
施
機
関
、
元
研
修
員
、
専
門
家
、

C
/P
資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

投
入
量
は
適
正
か

専
門
家
、

C
/P
、
仮
評
価
表

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

C
/P
・
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
（
必
要
な
数
及
び
水
準
、
常
駐
専
任
数
）

C
/P
の
配
置
と
異
動

C
/P
の
配
置
状
況
表

C
/P
時
系
列
配
置
一
覧
、
仮
評
価
表

資
料
調
査

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に
向
け
て
、
イ
ン
プ
ッ
ト
が
適
切
に
運
営
管
理
さ
れ
た
か

研
修
の
実
施
内
容
、
理
事
会
会
議
の
開
催
と
決
定
事
項
は

関
係
者
の
意
見

研
修
実
施
報
告
、
研
修
実
施
機
関
、
投
入
実
績
表
、
専
門
家

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

合
同
調
整
委
員
会
は
、
適
切
に
機
能
し
た
か

合
同
調
整
委
員
会
の
位
置
づ
け
と
開
催
内
容

JC
C、
関
係
者
の
意
見

合
同
調
整
委
員
会
（

JC
C）
議
事
録
、
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

上
位
目
標
達
成
の
見
込
み

上
位
目
標
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
乖
離
し
て
い
な
い
か

上
位
目
標
（
ベ
ン
ゲ
ッ
ト
州
内
の
活
動
的
な
農
協
組
合
員
の
所
得
向
上
）
へ
の
貢
献
度

PD
M
、

PO
、

A
PO
、
関
係
者
の
意
見

専
門
家
、

C
/P
、
仮
評
価
表

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

政
策
・
組
織
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
は
何
か

パ
イ
ロ
ッ
ト
農
協
の
事
業
経
験
、
地
域
内
の
協
同
組
合
へ
の
影
響

技
術
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
は
何
か

C
/P
の
研
修
事
業
実
施
の
効
果
、
能
力
向
上

有
機
農
法
の
普
及

事
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
活
用
、
セ
ミ
ナ
ー
実
施
の
イ
ン
パ
ク
ト

文
化
・
社
会
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
は
あ
る
か

農
協
婦
人
部
の
活
性
化
（
生
活
向
上
、
簡
易
食
品
加
工
事
業
、
集
団
検
診
運
動
の
成
果
）
や
地
域
へ
の
浸
透

予
期
さ
れ
な
か
っ
た
正
負
の
影
響
や
波
及
効
果
は
あ
っ
た
か

予
期
さ
れ
な
い
好
影
響
、
悪
影
響
が
あ
っ
た
か

そ
の
他
、
環
境
や
経
済
・
財
政
面
へ
の
影
響
は
あ
る
か
（
機
材
の
共
同
利
用
に
よ
る
労
働
生
産
性
の
向
上
）

事
業
の
持
続
性

3パ
イ
ロ
ッ
ト
農
協
の
管
理
運
営
能
力
、
ス
タ
ッ
フ
の
定
着
度
、
研
修
効
果
と
持
続
性
、
新
規
事
業
の

継
続

組
織
体
制
と
今
後
の
事
業
展
開
（
経
営
基
盤
や
人
材
、
経
営
手
腕
）

運
営
指
導
・
中
間
評
価
調
査
報
告
書
、
専
門
家
の
観
察
、
関
係
者
の
意
見

実
施
運
営
総
括
表
、
仮
評
価
表
、
各
農
協
幹
部
、

C
/P
、
専
門
家

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

実
施
機
関
（

C
D

A
）
の
組
織
能
力

C
D

A
の
今
後
の
動
向

C
D

A
の
戦
略
と
役
割
・
機
能
、
人
員
・
予
算
体
制
の
動
向
、
地
域
内
の
他
農
協
に
対
す
る
指
導
方
向

運
営
指
導
・
中
間
評
価
調
査
報
告
書
、
専
門
家
の
観
察

実
施
運
営
総
括
表
、
仮
評
価
表
、

C
D

A
幹
部
、

C
/P
、
専
門
家

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

C
Pの
技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
定
着
度

農
協
指
導
、
事
業
計
画
や
実
施
能
力

関
係
者
の
意
見

仮
評
価
表
、
実
施
運
営
総
括
表
、
専
門
家
、

C
/P

機
材
の
維
持
管
理
、
活
用
度

供
与
機
材
の
活
用

専
門
家
の
観
察
、
関
係
者
の
意
見

仮
評
価
表
、
専
門
家
、

C
/P

他
地
域
へ
の
普
及
の
可
能
性

地
域
内
に
あ
る
他
農
協
へ
の
波
及

今
回
の
案
件
で
の
成
果
を
活
か
す
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
取
り
込
ま
れ
て
い
る
か

関
係
者
の
意
見

仮
評
価
表
、
実
施
運
営
総
括
表
、
専
門
家
、

C
/P

農
協
の
財
政
状
況

各
パ
イ
ロ
ッ
ト
農
協
の
経
営
財
政
状
況

パ
イ
ロ
ッ
ト
農
協
の
財
政
状
況

ト
ラ
ス
ト
フ
ァ
ン
ド
の
今
後
（
積
立
の
た
め
の
利
用
料
率
や
今
後
の
仕
組
み
）

専
門
家
の
観
察
、
関
係
者
の
意
見

仮
評
価
表
、

C
/P
、
専
門
家

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

農
協
支
援
機
関
（

C
D

A
並
び
に
他
支
援
機
関
）

農
協
に
対
す
る
財
源
確
保
の
可
能
性

C
D

A
の
意
思
や
予
算
確
保
の
可
能
性

専
門
家
の
観
察
、
関
係
者
の
意
見

仮
評
価
表
、

C
/P
、
専
門
家

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

（
１
）
制
度
・
政
策
・
組
織
の
側
面

（
２
）
技
術
的
側
面

（
３
）
財
政
的
側
面

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
よ
る
効
果
は
何
か
、
そ
の
他

の
波
及
効
果
は
あ
る
か

目
標
達
成
の
促
進
・
阻
害
要
因

実
施
運
営
総
括
表
、
仮
評
価
表
、
組
合
員
、
関
係
機
関
、
専
門

家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
・

C
/P
、
仮
評
価
表

実
施
協
議
・
運
営
指
導
調
査
報
告
書
、
関
係
者
の
意
見

実
績

関
係
者
の
意
見
、
専
門
家
の
観
察

イ
ン
パ
ク
ト

技
術
の
定
着
度
・
普
及
の
仕
組
み

自
立
発
展
性

（
見
込
み

)

相
手
国
実
施
機
関
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
状
況

専
門
家
と

C
/P
と
の
関
係

特
に

JI
C

Aプ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
連
携
は
あ
っ
た
か
【
農
村
生
活
改
善
研
修
強
化
計
画
、
農
薬
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
体
制
改
善
計
画
、
家
族
計
画
・
母
子
保
健
フ
ェ
ー
ズ

2プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
】

事
実
確
認
に
よ
る
有
無
と
必
要
性

効 率 性

【
事
実
確
認
に
よ
る
有
無
と
適
正
度
判
断
、
実
績
と
計
画
と
の
比
較
】

投
入
・
派
遣
あ
る
い
は
受
入
実
績
、
専
門
家
の
観
察
、
関
係
者
の
意
見

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
･
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
は
適
切
で
あ
っ

た
か

投
入
に
見
合
っ
た
成
果
が
達
成
さ
れ
て
い
る
か

妥 当 性

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
選
定
は
適
当
か

グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
た
か

有 効 性実 施 プ ロ セ ス

他
ド
ナ
ー
あ
る
い
は
関
連

JI
C

Aプ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の

連
携投
入
実
績
（
こ
こ
は
あ
く
ま
で
実
績
の
み
記
載
）

資
料
調
査

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
は
適
切
で
あ
っ
た
か

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
状
況
は
良
好
か
、
共
同
し
て
問
題
に
対
処
し
た
か

定
期
的
な
意
見
交
換
、
会
議
の
開
催

意
見
交
換
や
情
報
共
有
が
関
係
者
に
十
分
に
な
さ
れ
た
か

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告
、

J専
門
家
・

C
/P
、
本
部

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
績
報
告
、
運
営
指
導
・
中
間
評
価
調
査
報
告
書

専
門
家
、

C
/P

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
部
の
取
組
み
意
欲
・
努
力
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進
捗
の
報
告
は
ど
う
で
あ
っ
た
か

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
内
容
は
適
当
だ
っ
た
か
､
役
立
っ
た
か

専
門
家
の
観
察

専
門
家
報
告
書
、
実
施
運
営
総
括
表
、
専
門
家
、

C
/P

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

専
門
家
報
告
書
、
会
議
開
催
記
録
、
実
施
運
営
総
括
表
、
投
入
実

績
表
他

資
料
調
査
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

　付属資料１　
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